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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第１区分
【発行日】平成21年10月22日(2009.10.22)

【公表番号】特表2006-512747(P2006-512747A)
【公表日】平成18年4月13日(2006.4.13)
【年通号数】公開・登録公報2006-015
【出願番号】特願2005-518275(P2005-518275)
【国際特許分類】
   Ｈ０１Ｍ   4/58     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ   4/02     (2006.01)
   Ｈ０１Ｍ  10/40     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０１Ｍ   4/58    　　　　
   Ｈ０１Ｍ   4/02    　　　Ｃ
   Ｈ０１Ｍ  10/40    　　　Ａ
   Ｈ０１Ｍ  10/40    　　　Ｚ

【誤訳訂正書】
【提出日】平成21年9月3日(2009.9.3)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
１．リチウムイオンを吸蔵・放出するリチウム遷移金属酸化物を含むリチウム二次電池用
正極活物質において、
　下記の化学式１で表される層状構造のリチウムマンガン酸化物を添加剤として更に含む
ことを特徴とするリチウム二次電池用正極活物質。
［化１］
　ＬｉＭｘＭｎ１－ｘＯ２

　（前記式中、ｘは、０．０５≦ｘ＜０．５であり、Ｍは、Ｃｒ、Ａｌ、Ｎｉ、Ｍｎ、お
よびＣｏよりなる群から選ばれた少なくとも１種の金属である。）
【請求項２】
２．第１項において、前記層状構造のリチウムマンガン酸化物の含量は、リチウム遷移金
属酸化物１００重量部に対し１～５０重量部であることを特徴とするリチウム二次電池用
正極活物質。
【請求項３】
３．第１項において、前記層状構造のリチウムマンガン酸化物は、ＬｉＣｒ０．１Ｍｎ０

．９Ｏ２であることを特徴とするリチウム二次電池用正極活物質。
【請求項４】
４．第１項において、前記リチウム遷移金属酸化物は、、ＬｉＣｏＯ２、ＬｉＮｉＯ２、
ＬｉＭｎＯ２、ＬｉＭｎ２Ｏ４、Ｌｉ（ＮｉａＣｏｂＭｎｃ）Ｏ２、ＬｉＮｉ１－ｄＣｏ

ｄＯ２、ＬｉＣｏ１－ｄＭｎｄＯ２、ＬｉＮｉ１－ｄＭｎｄＯ２、Ｌｉ（ＮｉｘＣｏｙＭ
ｎｚ）Ｏ４、ＬｉＭｎ２－ｎＮｉｎＯ４、ＬｉＭｎ２－ｎＣｏｎＯ４、ＬｉＣｏＰＯ４お
よびＬｉＦｅＰＯ４よりなる群から選ばれた少なくとも１種であることを特徴とするリチ
ウム二次電池用正極活物質。
（前記酸化物において、０＜ａ＜１であり、０＜ｂ＜１であり、０＜ｃ＜１であり、ａ＋
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ｂ＋ｃ＝１であり、０≦ｄ＜１であり、０＜ｘ＜２であり、０＜ｙ＜２であり、０＜ｚ＜
２であり、ｘ＋ｙ＋ｚ＝２であり、０＜ｎ＜２である。）
【請求項５】
５．正極と、負極と、分離膜、およびリチウム塩と電解液化合物を含有する非水電解液と
、を含むリチウム二次電池において、
　前記正極は、第１項乃至第４項のいずれかに記載のリチウム二次電池用正極活物質を含
むことを特徴とするリチウム二次電池。
【請求項６】
６．第５項において、前記正極活物質のうちの下記の化学式１で表される層状構造のリチ
ウムマンガン酸化物が、リチウム二次電池の最初の充・放電により下記の化学式２で表さ
れるスピネル構造のリチウムマンガン酸化物に変化したリチウム二次電池。
［化１］
　ＬｉＭｘＭｎ１－ｘＯ２

［化２］
　ＬｉＭ２ｘＭｎ２－２ｘＯ４

　（前記式中、ｘは、０．０５≦ｘ＜０．５であり、Ｍは、Ｃｒ、Ａｌ、Ｎｉ、Ｍｎ、お
よびＣｏよりなる群から選ばれた少なくとも１種の金属である。）
【請求項７】
７．第５項において、前記リチウム塩は、ＬｉＣｌＯ４、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、ＬｉＰＦ６

、ＬｉＢＦ４、ＬｉＡｓＦ６、およびＬｉＮ（ＣＦ３ＳＯ２）２よりなる群から選ばれた
少なくとも１種であり、
　前記電解液化合物は、エチレンカーボネート（ＥＣ）、プロピレンカーボネート（ＰＣ
）、γ-ブチルラクトン（ＧＢＬ）、ジエチルカーボネート（ＤＥＣ）、ジメチルカーボ
ネート（ＤＭＣ）、エチルメチルカーボネート（ＥＭＣ）、およびメチルプロピルカーボ
ネート（ＭＰＣ）よりなる群から選ばれた少なくとも１種のカーボネートを含むことを特
徴とするリチウム二次電池。
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